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１．はじめに 

近年，あらゆる地域で様々なレベルにおける生態系モニタリン

グの必要性が高まっており 5），専門家による調査だけでなく，市民

参加によるモニタリング手法の開発が求められている 7,9,15,16）。し

かし市民参加型モニタリングによって得られたデータには，様々

なサンプリング・バイアスがあり 6,9），データの質に関しても，調

査を行なった市民自身が不安に思っているケースもある 14）。また

データ解析を通して，結果を政策に活かすシステムの確立を行な

うことも課題である 8）。 

このようなシステムを確立するためには，目的に応じたモニタ

リング調査を行なっていく必要があるが 6,7)，調査手法の検討から

結果の解析・取りまとめまでを市民のみで行なうのは難しく，専

門家のサポートが必要になる。市民参加型調査に専門家が関わっ

た例としては，市民が自ら集めたデータを研究者が解析した事例
1,2,4），研究者の声かけに応じて市民が協力をした事例 6,12,13），自治

体が行なっている市民参加型調査に専門家がアドバイザーとして

参加したもの 16) ，などが報告されているが，市民が発案した調査

に対して専門家が調査手法や結果の取りまとめなどのサポートを

行なった事例の紹介は少ない。 

そこで本研究では市民と専門家が協働で行なう植生モニタリン

グの先行事例として，利根運河堤防部の植生モニタリングを紹介

する。本論文では専門家がどのように市民モニタリングをサポー

トするかという点に着目し，市民との関係性や，助言内容，問題解

決方法などについての議論を行なう。 

 

２．対象地の概要 

千葉県北西部に位置する利根運河は，利根川と江戸川を結び，千

葉県野田市，柏市，流山市の3市にまたがって流れる流路延長8.5 

km（利根川高水敷を含む）の一級河川である 18）。利根川と江戸川

を結ぶ舟運が盛んだった時代に航路短縮を目的に人工的に掘削さ

れ，明治23年に通水した（図‐1）。その堤防部は通水当時からほ

とんど客土は行なっておらず，大規模な植生工の痕跡もなく，こ

の地に自然分布していた植物が堤防部にも生育し続けている。イ

ンフラ管理として年2‐3回ほどの除草が継続して行なわれ，非意

図的ながら在来の草原生植物にとって良好な環境を与えており 3)，

日本全国スケールで減少が懸念されている半自然草地 17)としての

価値を持った貴重な生態系を存続させてきた。 

 

３．市民と専門家の協働が開始した経緯 

利根運河の生態系を守る会（以下，守る会）は，利根運河の価値

の高い自然に着目し，その維持・保全を目的として1999年より活

動している市民団体である。守る会内には植物の調査・観察に特

化した植物調査班が設けられており，利根運河土手の植物を毎月

観察し，各種がいつ花を咲かせているかを確認・記録する「花ごよ

み調査 18）」などを行なってきている。メンバーは植物の同定に精

通しており，専門家を呼んでのスキルアップのための勉強会など

も必要に応じて行なっており，同定能力はかなり高い。 

河川管理者である国土交通省江戸川河川事務所（以下河川事務

所と略す）は，守る会と意見交換をすることで，在来種の種子生産

が終わってから除草を行なうなどし，植生の保全に配慮しながら

管理を遂行してきた。しかし2011年頃から全国的に河川堤防管理

の予算削減がなされ，除草は堤防点検を目的とする梅雨時期前と

台風時期前の年 2 回のみ，その際集草を行なわないこともある，

という全国一律での方針が運用され始めた。利根運河堤防部の管

理もこれに従うこととなり，従来のような守る会との協働による

植生に配慮した管理ができなくなった。この除草方法の変更が利

根運河堤防部の植生に影響を与えることを懸念した守る会・植物

調査班のメンバーは，これまでの「花ごよみ調査」では得られない，

対象地における各種の量を表すデータの必要性を感じ，2012年の

秋に筆頭著者に調査方法について相談をしたことから，モニタリ

ングの検討が開始された。なお，この時点では河川事務所へは守

る会を通じて新たな植生調査を行なうことが報告されていたが， 
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モニタリングと管理の連携については触れていなかった。 

 

４．モニタリング手法の検討 

（１）ワークショップ形式による調査方法の検討 

 市民による定量的な植生調査について，2013年2月にワークシ

ョップ形式での調査方法の検討を行なった。この時，筆頭著者が

専門家として調査手法の提案や調整を行なった。 

はじめに，モニタリングの意義について筆頭著者がレクチャー

を行なった。ここでは，多くのメンバーが「除草方法の変更は植生

に悪い効果をもたらす」という先入観をもっていることが懸念さ

れたため，「モニタリングはあくまで客観的に自然の状態を把握す

るためのものであり，除草方法の変更が良い結果をもたらす可能

性もある」という客観的・中立的な立場で調査に臨む必要がある

ことを助言した。この様な姿勢を持つ事を伝えると，複数のメン

バーから「ではこの結果を基に，河川事務所と一緒に除草方法を

考えていけば良いのだね」といった発言がなされ，モニタリング

の意義を認識しただけでなく，河川事務所との関係性のあり方ま

でが変化したことが確認された。 

続いて調査方法についての検討を行なった。植生図を描く手法

などは専門性が高く市民が行なうことは難しいため，小型のコド

ラート枠をランダムに投げ，対象種の在/不在を記録するという手

法を筆頭著者から提案した。これは潮間帯に成育するアマモを市

民参加で調査するときに用いられている手法であり 11），コドラー

トの設置場所の選定の人為バイアスが少ない手法である。また，

コドラート内の被度ではなく在/不在のみを記録するため，調査者

によるバイアスが小さく，調査に求められる専門性も低い。ワー

クショップでは，この手法の概要が説明された後，各メンバーの

意見を聞きながら調査地点を何m間隔でいくつ設置するか，各調

査地点で投げるコドラートの数はいくつにするか，コドラートの

大きさはどうするかという内容を話し合った。手法の概要を決定

した後は，実際に対象地に赴き，コドラートを投げて努力量や調

査時間を体感し，調査方法の妥当性を確認した。 

対象種については植物調査班のリーダーを中心に，これまで独

自に行なってきた観察・調査記録を基に20種ほどを選定した。ま

た，モニタリングを行ないながら対象種の入れ替えを行なうこと

を前提とすることを確認した。 

（２）決定した調査方法 

検討の結果，努力量や調査時間などを考慮して決定した調査手

法について以下に述べる。まず調査区間は，本モニタリングでは

利根運河の運河橋（3 KP付近）から柏大橋（5 KP付近）の2 km

区間とした。調査地点は両岸の天端に整備されている遊歩道沿い

に50 m間隔で片岸約40地点を設置することとした（図‐2）。各

調査地点で投げるコドラートは50 cm × 50 cm の大きさで，5個

とした。これらの数値はワークショップ時に，守る会側の「活動時

間は9:30-12:00の150分で抑えたい」という希望を考慮し，ひと

つのコドラートの調査を1分で行なった場合に，片岸約40箇所で

200分，2チームで行なうと100分（移動時間50分）という計算

を基に調整した結果である。なお，コドラートは守る会のメンバ

ーが，カーテンレールや木材と直角のコーナージョイントを用い

て手作りをし，投げた後に見失わないよう，緑の補色である赤の

ビニールテープを巻いた。また，調査時にはあらかじめ25 mの長

さに切ったビニール紐を用意し，その長さ 2 回分を調査地点間の

距離 50 m として現地で計測を行なった。調査は「草刈り影響調

査」と称し，2013年度は8月を除く 3月‐11月に毎月 1回，右

岸と左岸を交互に行なうこととした。 

結果の取りまとめは著者らが表計算ソフトやGISを用いて技術

的な部分を担い，メンバー間で共有して解釈を議論した。2013年

度末，2015年度末には守る会，河川事務所，著者らが集まり，結

果についての意見出し（調査結果報告会）を行なった。 

 

５．モニタリング開始後の検討事項とその対応 

（１）調査時に課題となった問題点 

モニタリングには毎回 10 人ほどの守る会メンバーが集まり，2

チームに分かれて上流側・下流側から挟み撃ちのような形で調査

を進めていった。実際に調査を開始してから，いくつかの検討が

必要な点が認められたので，ここではそれについて述べる。 

まず，コドラートの投げ方について，コドラートを「ランダムに

配置する」ということを「一定間隔の距離で配置する」ということ

と誤解をし，意図的に一定間隔に投げるようにしているメンバー

が多く見られたことが挙げられる。また，コドラートを投げる範

囲についても，調査地点の半径5 m 位ということを口頭で伝えて

いたが，伝達が徹底されず，時には5 m を越えて堤防下部の方ま

で投げてしまうこともあった。これらのことに対しては，調査に

同行していた著者らが現場や調査結果報告会の場などで口頭，あ

るいは文書等を用いて繰り返し説明を行ない，調査方法の統一を

進めた。コドラートを投げる範囲は，2年目（2014年）以降は範

囲を遊歩道と平行に10 m，法面に沿って5 mと決め，これをメン

バー間でしっかりと共有した。 

また，メンバーの中には，コドラート内には入らなかったが境界

付近に生育している種を“おまけ”と称して記録に残す人がおり，観

察記録の客観的信頼性が担保されなかったことも問題となった。

これについては，コドラートの枠外境界付近に出現した種は記録

しないことの周知を現場で徹底し統一した。 

（２）調査結果報告会の開催 

2014 年 3 月には，2013 年度の調査結果報告会を守る会メンバ

ー，河川事務所調査課，著者らが集まって行なった。ここでは主に

調査手法の問題点などについて話し合いがなされた。 

まず，コドラートの境界付近に生育している種類が多く見受け

られたので，コドラートの大きさを大きくすべきではないか？と

いう提案が守る会メンバーから呈され，2014 年からはこれを 1 

m×1 mに広げることとなった。この時2013年の調査結果との比

較を可能とするため，2014年の調査は労力増加にはなるが，移行

措置として50 cm×50 cmのコドラートでまず記録をし，その後1 

図－１ 利根運河の位置 

図－２ 調査地点の配置 
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m×1 m に拡大した時に増える種類を別枠で記録に足すという形

式をとることで，2 つの大きさのコドラートを用いた結果を得，

2015年以降は1 m×1 m のコドラートのみを用いることが確認さ

れた。また，調査時期は春と秋のみを調査することでほとんどの

種の出現をカバーできることが結果から確認されたため，2014年

以降は春（4，5月）と秋（9，10月）のみ調査を行なうこととし

た。 

 河川事務所からは，モニタリングを続けること，管理計画とな

るべく連動させることに関して好意的な意見が出た。 

 2014年度は重要な議題がなかったため、守る会メンバー内で調

査継続の協議のみを行ない、調査結果報告会は行なわなかった。 

2015年度の調査結果報告会は、2016 年2月に守る会メンバー

と筆頭著者のみが集まり行なった。3 年間で目立った減少を見せ

る在来種が見られなかったことから，今後モニタリングを継続す

るかどうかについての検討が行なわれたが，セイヨウアブラナな

ど急激な分布拡大が確認された外来種もあったため，モニタリン

グを続けていくことが確認された。また2014年および2015年に

は，秋のモニタリング期間中に堤防の除草が実施されたため，い

くつかの種ではその分布を正確に記録できていない可能性が指摘

された。また，2015年までの調査では，調査地点の50 m間隔を

調査ごとに計測して行なっていたが，スマートフォンの地図上に

調査地点を表示し，内蔵GPSによる位置表示機能を用いて調査地

点を確認する手法を取り入れることとした。 

2016 年度の調査結果報告会には河川事務所の参加がなかった

ため、別途調整のための機会を設け，同月に守る会のメンバー代

表者と筆頭著者が担当者に報告を行なった。秋期の刈り取り時期

の調整については「全国的な決まりによって刈取り時期の調整は

できない」との回答があったため，2016年からは秋のモニタリン

グは 9 月中に調査を終えることで対応することとした。セイヨウ

アブラナなどの外来種抑制については，「特定外来種ではないため，

予算をつけて対応することは難しい」との回答があった。 

（３）対象種の変遷 

調査対象種は初年度に在来種24種，外来種7種に設定したが，

あまり出現しない種を除いたり，出現が気になる種を加えたりす

るなどしたため，年度ごとに変遷している（表‐１）。調査対象か

ら除外した種は，出現が少ない種，穂が出ていないと同定が難し

いイネ科植物など，正確にモニタリングするのが難しいと判断さ

れた種である。新たに加えた種は，調査中に出現が目立っていた

種が主なものであるが，特記すべき種として，2014年より対象種

に加えたセイヨウアブラナが挙げられる。セイヨウアブラナはそ

れまでも対象地では低密度で見られたが，2014年春に人為的に播

種され，一部範囲に大量に繁茂していることが確認されたため，

今後の動向をモニタリングする必要があると判断し，急遽2014年

より対象種に加えた。 

 

６．モニタリング結果の表現法 

ここでは大きな変化が見られたセイヨウアブラナの 2014 年か

ら2016年までの結果を例示し（図‐３），紹介する。結果は守る

会メンバー，河川事務所が理解しやすいように，種ごとにGIS上

に示されたものを用意した。各調査地点において投げられた 5 つ

のコドラートのうち，対象種がいくつのコドラートで確認された

かを○の大きさ，色の濃さを用いて表した。 

前述のように，セイヨウアブラナは2014年春の調査時に急遽対

象種に加えた種である。2014年には左岸5地点，右岸1地点でし

か記録されなかったセイヨウアブラナが，2015 年には左岸 18 地

点，右岸7地点となり，2016年には左岸22地点，右岸20地点へ

と広がっていくのが一目で見て取れる。各地点での出現コドラー

ト数も4や5を記録する箇所が増えており，その密度も増加して 

 

 
図－３ 2014年から2016年にかけてのセイヨウアブラナの分布

の変化 

※ハイブリッドタンポポはセイヨウタンポポとカントウタン

ポポの交雑種を示す。＊は外来種を示す 

表－１ 各年の対象種 

種名 2013年 2014年 2015年 2016年

アキカラマツ ● ● ● ●
アキノタムラソウ ● ● ● ●
カントウタンポポ ● ● ● ●
カントウヨメナ ● ● ● ●
ジロボウエンゴサク ● ● ● ●
スイバ ● ● ● ●
センニンソウ ● ● ● ●
ツリガネニンジン ● ● ● ●
ナンテンハギ ● ● ● ●
ノアザミ ● ● ● ●
ノジスミレ ● ● ● ●
ノジトラノオ雑種 ● ● ● ●
ノハラアザミ ● ● ● ●
ヒヨドリバナ ● ● ● ●
ユウガギク ● ● ● ●
ワレモコウ ● ● ● ●
アキノノゲシ ● ● ● -
ヤブカンゾウ ● ● ● -
ヤマハッカ ● ● ● -
ウマノアシガタ ● ● - -
クサフジ ● ● - -
ミミナグサ ● ● - -
アリアケスミレ ● - - -
チゴザサ ● - - -
カキドオシ - ● ● ●
ツルボ - ● ● ●
アマナ - ● ● -
ゲンノショウコ - ● ● -
ヨツバムグラ - ● ● -
オヘビイチゴ - ● - -
コウゾリナ - ● - -
トウダイグサ - ● - -
ニガナ - ● - -
カラスムギ - - - ●
チガヤ - - - ●
セイタカアワダチソウ* ● ● ● ●
ノヂシャ* ● ● ● ●
ハルジオン* ● ● ● ●
アレチウリ* ● - - -
ハコベホオズキ* ● - - -
ヒレタゴボウ* ● - - -
ワルナスビ* ● - - -
アメリカフウロ* - ● ● ●
セイバンモロコシ* - ● ● ●
セイヨウアブラナ* - ● ● ●
セイヨウタンポポ* - - - ●
ハイブリッドタンポポ*※ - - - ●
ハナニラ* - ● - -
ハルガヤ* - ● - -
フラサバソウ* - ● - -
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いることが伺える。 

このように，本モニタリングでは生データをGIS上に表すだけ

で結果を直観的に理解できることが可能となっている。そのため，

2015年2月に行なった守る会への結果報告では，各種の出現につ

いて同様の結果を示しながら，著しい増減などが起こっていない

かを調査に参加したメンバー全員で検討することができた。 

 

７．考察 

本研究では利根運河堤防部において，市民と専門家が協働で行

なった植生モニタリングについて，その内容を示してきた。本事

例はローカルな自然についての市民の疑問について，専門家がサ

ポートを行ないながら市民自身の手によって明らかにしていった

という点で，既往研究とは一線を画す事例である。本事例におい

て，そもそもの着眼点である草刈りの方法が変わるということや，

セイヨウアブラナが分布拡大しそうであることなどに気づき，モ

ニタリングを開始したり，内容を変更したりすることができたの

は，地域の自然を常時熱心に観察していた市民がいたからである。

近年，広範囲の生物データを市民参加によって集めることが“市民

科学”として注目が集まっているが 10)，地域の自然を守るための具

体的方策として，この様な市民発信のモニタリング事例を“市民科

学”という学術領域の一部としてスポットを当てていくことが必

要である 9)。 

本事例において専門家は，調査方法の提案，実際の調査指導・補

助，結果の取りまとめ・報告という役割を担った。調査方法の提案

時や，結果報告の場では，市民の意見を汲み取った上でそれを活

かす役割も担っていた。鷲谷 19)では，順応的管理を行なう際には，

市民や管理者，研究者とコミュニケーションを取りながらモニタ

リングを進める専門家が必要であるとしているが，本事例はこれ

を具現化したものであると言える。ただし，管理者としての河川

事務所との連携は十分とは言えなかったが，これについては課題

として後に述べる。 

本事例を進める上で具体的に問題となった点は，コドラートの

枠外境界付近に生育している種の取り扱いや，コドラートを投げ

る範囲など，調査を進める上での詳細の決まりごとについてであ

った。このような問題は市民参加でなくとも野外調査ではしばし

ば問題となることで，その都度調整を行なっていくしか解決法は

ない。本事例では著者らが現場において対処しているが，現場に

おけるサポートも市民参加型調査における専門家のひとつの重要

な役割であるといえるだろう。 

本事例における課題として，行政などの管理者との連携を取り

上げる。管理者である江戸川河川事務所は自らの声かけによって

利根運河協議会という利根運河に関わる各主体が連携する場を設

けており，利根運河の生態系を守る会もその一員となっている。

本モニタリングは利根運河協議会とは別に守る会が発案して始ま

ったものであり，管理者である河川事務所との連携はまだあまり

なされていない。2014 年，2015 年の秋にはモニタリングと除草

時期の調整がうまくできていなかったが，これはモニタリングを

始めた 2013 年までは秋の草刈りが 8 月後半‐9 月前半であった

のが，2014 年以降は 9 月後半‐10 月前半にずれていたことに 2

年間気づかなかったためである。このようなことが起きた原因は，

2014年度に調査結果報告会を行なっておらず，そうした調査内容

の再考ができていなかったこと，河川事務所との連携ができてい

なかったことが考えられる。2013年度の調査結果報告会では、河

川事務所からは，モニタリングに対して好意的な意見が出ていた

が、その直後に人事異動などもあり、関係性が持続されなかった

ことも一因であろう。年度ごとの調査結果報告会では，モニタリ

ング結果に関してだけでなく，モニタリング方法の検討も多くな

されるため，これを行なうことは非常に重要なことである。2013

年度の調査結果報告会の時のように，その場に河川事務所も同席

すれば，モニタリングと管理を結びつけ，理想的な順応的管理 7,8）

を行なっていくことが，より現実的となるであろう。 

本事例は，市民が調査をしたいと発案した内容について，専門家

である筆頭著者に相談を持ちかけてきたことによりはじまった。

本事例のような，市民発案による専門家と市民の協働による生態

系モニタリングを広めていくためには，市民と密接な関係を普段

から持ち，気軽に相談を受けることのできる専門家の存在が必要

である。島田ら 16)のように，自治体における生物調査を市民と研

究機関が協働で行なう事例などを増やしていくことも，そのよう

な市民と専門家の結びつきを強くするためのひとつの手であろう。

このような事例が広まることにより，生態系管理の優良事例が増

加していくことが期待される。 
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様および国土交通省江戸川河川事務所の皆様に多大なるご協力を

いただきました。また担当編集委員と匿名の 2 名の査読者には有

益なコメントをいただきました。心より御礼申し上げます。 
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